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 have been qualified for the Manufac‑

ture through the examination of a com‑

petition participation for the contract to

procure equipments of the fiscal year

2015 and 2016, Head Office, Urban Re‑

naissance Agency.

 have the ISMS certification or the Pri‑

vacy Mark Licence.

 prove to have maintained system of ex‑

ecution that the business can be fulfilled

promptly and appropriately.

 respond to attendance inspection in Ja‑

pan

 Time‑limit for tender : 17 : 00, 14 June

2016

 Contact point for the notice : Accounting

Team, General Affairs Department,

Kyusyu Branch, Urban Renaissance Agen‑

cy, 224, Nagahama, Cyuo‑Ku, Fukuoka
City, Fukuoka Pref. 8108610, Japan. TEL
0927221012

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
平成 28 年４月５日

日本郵政株式会社 代表執行役社長
長門 正貢

◎調達機関番号 411 ◎所在地番号 13
１ 調達内容
 品目分類番号 71、27
 購入品名及び数量
ソフトウェアサポート（ＮＴＴデータイン
トラマート社製品３点）の購入
 購入物品の特質等 入札説明書による。
 納入期限 平成28年６月30日
 納入場所 仕様書のとおり。
 入札・開札の日時及び場所 平成28年６月
７日（午後）３時00分 日本郵政インフォメー
ションテクノロジー株式会社入札室
〒1600022 東京都新宿区新宿六丁目27番
30号新宿イーストサイドスクエア７階

２ 競争参加資格
 下記ア、イ、ウ及びエに該当しない者であ
ること。
ア 当該契約を締結する能力を有しない者及
び破産者で復権を得ない者。ただし、制限
行為能力者であって契約締結のために必要
な同意を得ている者を除く。
イ 下記各号の一に該当すると認められる者
で当社から取引停止を通知され、その停止
期間中の者。代理人、支配人その他の使用
人として使用する者についても同様とす
る。
 契約の履行にあたり、契約義務違反の
あった者
 契約相手方として不適切であると認め
られる者
 不法行為をした者
 不正又は不誠実な行為をした者
ウ 会社更生法（平成14年法律第154号）に
基づき、更生手続開始の申立をした者又は
民事再生法（平成11年法律第225号）に基
づき、再生手続開始の申立をした者。ただ
し、更生手続又は再生手続の終結の決定を
受けた者を除く。
エ 前各号に掲げる者のほか、反社会的勢力
と認められる者。
なお、反社会的勢力とは、暴力団、暴力
団員、暴力団員ではなくなった時から５年
を経過しない者、暴力団準構成員、暴力団
関係企業、総会屋等、国際犯罪組織、国際
テロリスト、社会運動等標ぼうゴロ、特殊
知能暴力集団等、その他次に掲げる者（以
下これらを総称して「暴力団等」といいま
す。）
 日本郵政グループが提供するサービス
を不正利用し、又は不正な目的をもって
利用する者
 日本郵政グループが提供するサービス
の利用を通じて、社会的妥当性を欠く不
当な要求をする者
 その他、社会的妥当性を欠く不当な要
求をする者

オ 暴力団等が経営に実質的に関与している
と認められる関係を有する者

カ 暴力団等を利用していると認められる関
係を有する者
キ 暴力団等に対して資金等を提供し、又は
便宜を供与するなどの関与をしていると認
められる関係を有する者
ク 暴力団等と社会的に避難されるべき関係
を有する者
ケ この入札に参加しようとする者の役員等
又は委託先等が次の各号の一つにでも該当
する行為を行わないことを確約しない者
 自ら若しくは第三者を利用したこの契
約に関する脅迫的言辞、詐欺的言辞若し
くは暴力的行為又は法的な要求を超えた
不当な要求
 自ら若しくは第三者を利用した当社の
名誉や信用等の毀損又は毀損する恐れの
ある行為
 自ら若しくは第三者を利用した当社の
業務の妨害又は妨害の恐れのある行為
 その他前各号に準ずる行為

 日本郵政インフォメーションテクノロジー
株式会社における取引先資格審査において、
競争参加資格を有すると認められた者又は全
省庁統一資格を有する者であること。

３ 入札者に求められる義務等
入札に参加を希望する者は、入札説明書に明
記されている証明書等を平成28年５月26日（午
前）11時までに下記４に示す場所に提出しなけ
ればならない。
提出された証明書等を審査の結果、当該物品
を納入できると認められた者に限り、入札の対
象者とする。
なお、提出された証明書等について説明を求
められたときは、これに応じなければならない。
４ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所
及び問い合せ先（詳細はＨＰ参照）
〒1600022 東京都新宿区新宿六丁目27番30
号新宿イーストサイドスクエア７階 日本郵政
インフォメーションテクノロジー株式会社総務
部契約担当 田 法男 電話：034511
8011
５ その他
 入札の無効 本公告に示した入札参加に必
要な条件を満たさない者の入札及び入札の条
件に違反した入札

 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

 入札保証金及び契約保証金 免除
 契約書作成の要否 要
 日本郵政インフォメーションテクノロジー
株式会社取引先審査申請書の提出 全省庁統
一資格を有しない者で、本件入札を希望する
者は、当該所定の審査申請書に必要事項を記
入の上、上記３に示す提出書類締切日の前日
から起算して３営業日前までに上記４に示す
場所へ提出すること。
なお、申請の時期によっては本件入札に間
に合わない場合がある。
 入札書の記載方法 落札決定に当たって
は、入札書に記載された金額に当該金額の
８％に相当する額を加算した額（当該金額に
１円未満の端数があるときは、その端数を切
り捨てた金額）をもって落札価格とするので、
入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事
業者であるか免税事業者であるかを問わず、
見積もった契約金額の108分の100に相当する
金額を入札書に記載すること。
 落札者の決定方法 入札説明書に記載のと
おり
 発注者等
ア 本調達は、日本郵政インフォメーション
テクノロジー株式会社が発注予定の案件で
ある。
イ 本調達の入札手続は、日本郵政インフォ
メーションテクノロジー株式会社が行う。
ウ 本調達の契約の締結は、日本郵政イン
フォメーションテクノロジー株式会社の名
義で行う。

６ Summary

 Contracting entity : Masatsugu Nagato,

President & CEO Japan Post Holdings Co.,

Ltd.

 Classification of the products to be pro‑

cured : 71, 27

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Support of the software for 3

products of NTT data intra mart inc.

 Delivery period : 30 June 2016

 Delivery place : To be specified later

 Time limit for tender : 11 : 00 AM 26 May

2016

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